
 -1- 

消費者保護ルールの在り方に関する検討会（第 65 回） 

 

１ 日時：令和７年４月23日（水）10：00～12：00 

２ 開催形式：Ｗｅｂ会議 

３ 出席者 

〇構成員 

新美主査、平野主査代理、石田構成員、木村構成員、黒坂構成員、近藤構成員、長田構成

員、西村構成員、森構成員 

〇オブザーバー 

公正取引委員会、消費者庁、独立行政法人 国民生活センター、一般社団法人 電気通信事

業者協会、一般社団法人 テレコムサービス協会、一般社団法人 日本インターネットプロ

バイダー協会、一般社団法人 日本ケーブルテレビ連盟、一般社団法人 全国携帯電話販売

代理店協会、電気通信サービス向上推進協議会 

〇総務省 

大村電気通信事業部長、井上料金サービス課長、内藤消費者契約適正化推進室長、前田消

費者契約適正化推進室課長補佐、久保田消費者契約適正化調整官 

 

４ 議事要旨 

 

【新美主査】  ただいまから第 65 回の消費者保護ルールの在り方に関する検討会を開

催したいと思います。 

 本日は、北構成員から、御都合のため御欠席との連絡をいただいております。 

 なお、本日の会議は、ウェブ方式による開催とさせていただいております。 

 それでは、議事に入りたいと存じます。 

 まず議題（１）、提供条件説明に関する利用者理解の向上に向けた検討状況についてでご

ざいます。ＴＣＡの消費者支援委員長の米田様から御報告をいただきたいと思います。 

 米田様、よろしくお願いいたします。 

【ＴＣＡ】  承知いたしました。皆様、おはようございます。本日、お時間いただきま

して、ありがとうございます。 

 こちらの取組について、ＴＣＡの米田から本日御説明をさせていただければというふう
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に思っております。よろしくお願いいたします。 

 まず、前回の会合において、構成員の皆様から様々な御意見を頂戴いたしました。この

御意見を頂戴したことを受けて、ＴＣＡとして、新たに議論の出発点に立ち返りまして取

組の方向性について検討を行ってまいりましたので、本日はその検討につきまして御報告

させていただければと思っております。 

 まず、過去、様々議論を進めてまいりましたところ、ＭＮＯ各社、適宜対応を続けてき

ましたけれども、いまだに利用者が理解をできていない状況というのが見受けられるとい

うところをもちまして、利用者様の理解の向上につなげるためにどのような取組を検討し

ていくのか、ここが議論の出発点だったと理解をしております。 

 前回、構成員の皆様からいただいた御意見につきまして検討を行ってまいりましたので、

次のページから各種検討状況について御報告をさせていただければと思います。 

 まず、いただいた御意見としまして、帳票を分かりやすく改善してほしいという御意見

を頂戴いたしました。こちらにつきまして、ＭＮＯ各社におきましては、これまで様々議

論を行ってきたことを踏まえまして、書面を作成し説明を行ってきたところでございます。

ただ、利用者様の理解の向上につきましては、ＭＮＯ各社が継続して取り組むべき事項と

認識しておりまして、これは帳票に限定せず、応対全体を捉えて対応するものと考えてお

ります。 

 前回、右下の「契約内容の再確認」というところについて御説明をさせていただいたと

ころですけれども、今回は左下の「利用用途のヒアリング」につきまして、「更なる取組み」

というところについて検討してまいりまして、こちらを通じて、応対全体について取り組

んでいきたいと考えております。 

 次に頂戴した御意見としまして、店頭のヒアリングが利用者の目的に合っていないとい

う御意見ですけれども、こちらにつきまして、応対前の利用用途の確認については、ヒア

リングシート等を通じてお客様と対話をして、丁寧に進めているところでございます。 

 今回、その利用用途の把握に加えまして、新たにＴＣＡとして、前回会合での御意見を

踏まえた宣言を実施することで、ＭＮＯの各社共通で利用用途を踏まえた応対の向上を図

っていきたいと思っております。 

 そのＴＣＡとしての宣言の要素につきましては、こちらの案をイメージをしているとこ

ろでございます。来店いただくお客様に対しましては、理解の向上を高めていくことを目

的としまして、より目的や用途につきまして丁寧に確認し、御提案をさせていただくとい
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うところでございます。 

 その利用用途の合致をしているということを十分に理解いただけるよう、お客様の知識

や経験に配慮した応対を行っていきたいと思っております。 

 応対に当たりましては、こちらの一例に記載させていただいているような手法というも

のを活用していきたいと思っております。 

 ＴＣＡの宣言の中身については、以上でございます。 

 次に頂戴した意見としましては、サマリペーパーの作成や、手書き等の独自の取組を行

ってほしいという御意見を頂戴いたしました。 

 こちらについてのＴＣＡとしての考えですけれども、ＭＮＯ各社におきましては、既に

契約内容や料金をまとめた書面を交付しているところでございまして、利用者理解の向上

に資する各種情報が記載されている既存の書面をピックアップして、最後に再提示する運

用の工夫というものを開始したいと思っております。 

 この再提示につきましては、率先して、もうできるところから実施しているところでご

ざいます。ただ、書面の再提示だけではなく、利用者様への伝え方の観点においても、引

き続きＴＣＡ内でも事例を共有することを通じて、ＭＮＯ各社の取組改善を継続的に図っ

ていきたいと思っております。 

 今後につきましても、お客様の反応や苦情の動向を注視しまして、利用者様の理解向上

につながるようなさらなる対応というものを引き続き検討していきたいと思っております。 

 こちらで、検討状況の御説明については一旦終わりという形になります。皆様から御意

見頂戴できればと思います。 

【新美主査】  米田さん、御説明どうもありがとうございました。 

 なお、ただいまの報告につきまして、本日欠席の北構成員からあらかじめコメントをい

ただいておりますので、事務局から読み上げをお願いしたいと思います。よろしくお願い

します。 

【前田消費者契約適正化推進室課長補佐】  ありがとうございます。事務局から、北先

生からいただいているコメントを読み上げさせていただきます。 

 前回会合において、入り口でのお客様利用用途把握について、構成員から指摘したこと

に対し、新たにＴＣＡ宣言要素をお示しいただいたことに感謝申し上げます。今後、この

宣言が販売現場においてどのように運用されるかを注視したいと思います。 

 前回会合において、複数の構成員からサマリペーパーの作成をお願いしたことに対し、
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前回同様の回答であったことを大変残念に思います。前回の発言の繰り返しとなり恐縮で

すが、現行の書面は枚数が多く、字が細かく、非常に分かりづらいため、ここからピック

アップして再度説明されても理解が促進されるとは思えません。フォーマットは各社ばら

ばらでよいので、サマリペーパー１枚の作成を改めてお願いいたします。 

 なお、ショップスタッフにヒアリングしたところ、サマリペーパーがあるとありがたい

という意見もいただきました。 

 その掲載項目といたしましては、最低限、費用に関わる以下の項目が含まれているもの

が望まれます。初期費用とその内訳、月々の費用とその内訳、時間経過による変化、確認

措置（８日以内キャンセル）の説明。特に８日以降にキャンセルした場合に発生する費用

と内訳。 

 以上でございます。 

【新美主査】  ありがとうございました。 

 それでは、議題（１）についての質疑応答に入りたいと存じます。ただいまの御説明及

び北さんのコメントを含めて、御発言御希望の方はチャット欄にてお知らせいただきたい

と思います。どうぞよろしくお願いします。 

 まず平野さんから御発言お願いします。 

【平野主査代理】  中央大学の平野でございます。 

 今回の発表は、ちょっと画面を前に戻していただいて、ここですね。３ページ目、右下

と左下ですね。今回は左下の御説明でしたが、北さんのコメントの中にもありましたよう

に、右下の契約内容についての意見というか質問でございます。 

 御承知のように、欧米では、契約書の内容が、「リーガリーズ」(“legalese”)といった法

律家しか使わないような言葉を契約書で使うのをやめましょうと。「plain language運動」

といいますけど、平易な言葉を使いましょうと。それに従って私の理解では、最近、日本

の企業も、例えば昔は当事者のことを「甲」と「乙」と、「以下、甲・乙という」などとい

うことを言ってましたが、これが易しい言葉になってきたと。これをさらに改善していた

だいて、より消費者が分かりやすいような言葉で表現をしたりするというような改善を図

るのも一つの手かなと思いますけど、これについてどのようにお考えかということをお答

えいただければと思います。 

 以上でございます。 

【新美主査】  ありがとうございます。それでは、米田さん、どうぞ答えいただけたら
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と思います。いかがでしょうか。 

【ＴＣＡ】  いただいた意見を踏まえて、今後検討してまいりたいというふうに思って

おります。ありがとうございます。 

【新美主査】  では、御参考にしてください。それでは、平野さん、よろしいでしょう

か。 

【平野主査代理】  はい、了解しました。お願いします。 

【新美主査】  では、続きまして長田さん、どうぞ御発言、お願いします。 

【長田構成員】  長田です。御説明ありがとうございました。 

 御検討いただいたということはよかったなと思いますが、御検討いただいて、その宣言

をしてくださるとか、これからも検討しますということをおっしゃっていただいたわけで

すけれども、それを受けて、ＭＮＯ各社がどういうふうに具体化していって、何が実現で

きたのかというところまできちんと見ていただくということが大切かなと思っています。

各社も含めて、皆さんこういうことをやっていますという、いろいろなメニューはおあり

だと思いますけれども、それが実際に届いていないというところをきちんと認識していた

だいて、これからきちんと具体的に詰めていっていただきたいと思っています。 

 以上です。 

【新美主査】  ありがとうございます。これは要望ということで、さらに詰めていただ

きたいということですね。 

 続いて木村さん、どうぞ御発言お願いします。 

【木村構成員】  主婦連合会の木村です。御説明ありがとうございます。 

 ヒアリングについては今後もこのようにきちんとやっていただきたいと思います。 

 私は、そのサマリペーパーについてですけれども、先ほど北さんからも御意見がありま

したけれども、まずは早急に実施ということで、ピックアップは致し方ないのかなと思い

ますが、ただ、これで止まらずに、やはり利用者から分かりやすいものに改善を続けてい

ただきたいというのは変わらないです。 

 例えば、ピックアップにするにしても、その中で重要なところに印をつけるなどの工夫

をしていただきたいですし、またサマリペーパーはＴＣＡが、重要事項のサンプル作成を

して、各社が早急に取り組んでいただくことが必要ではないかと思います。 

 以上です。 

【新美主査】  ありがとうございます。それでは、森さん、どうぞ。よろしくお願いし
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ます。 

【森構成員】  すみません、ありがとうございます。森です。 

 もう既に皆様から御意見ありましたとおりですが、適切な御提案をいただいているので、

あとはしっかりと実施していただきますことをお願いいたします。 

 私、毎回同じことを申し上げて恐縮ですけれども、御説明についてどんどん改善されて

いっていると思いますし、これからもそうやって今回御提案のあったような方法でどんど

ん改善されていくと思います。ですので、かなりよくはなると思いますが、結局のところ、

どんなに説明が行き届いていたとしても、説明される内容が難しかったら、やはり分から

ないということはあろうかと思いますので、何と言うんでしょう、若干高めのお願いでは

ありますけれども、やはりそのパッケージを分かりやすくしていただくということにもち

ょっと御留意をいただければと思います。 

 これは、どのように利用者に訴求していくかということは、それこそ工夫のしどころと

いうか、ある意味、競争の中心的なところなので、そんな分かりやすく工夫なくできるか

という御意見もあろうかと思いますが、やはり説明を洗練させても、もともと内容が分か

りにくければ分かりにくいと。これは動かない話だと思いますので、そのパッケージの平

易化ということにも御留意いただきますといいかなと思っております。 

 以上です。 

【新美主査】  ありがとうございます。それでは石田さん、どうぞ御発言よろしくお願

いします。 

【石田構成員】  石田です。よろしくお願いいたします。 

 今回、応対全体を考えるということで、入り口のところが入ったのはとてもいいと思い

ます。 

 ここで問題なのが、やはり利用者のヒアリングですけれども、その方がどういうニーズ

を持っているかということをしっかり聞き取っていただいて、ヒアリングシートをつくっ

て、最終ですね、契約内容の再確認は既に一枚物をつくっていると書いてあったところで

すけれども、それと照らし合わせて、最初のニーズのところ、消費者の方が求めたものが

最終的に最後のサマリペーパーの中に反映されているかどうかというあたりが一番問題な

のかと思います。 

 ですので、どういうニーズかということを聞いていただいて、最後、この内容で大丈夫

ですかというあたりをサマリペーパー、最後のまとめのペーパーですよね、一枚物のペー
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パーのところで確認していただくということをしっかりしていただきたいと思います。 

 そのような御対応をとっていただけるということですので、今後について、また相談が

入るかどうかというあたりを見ていきたいと思います。よろしくお願いいたします。 

【新美主査】  ありがとうございます。ほかに御発言御希望の方はいらっしゃいません

でしょうか。よろしいでしょうか。 

 ＴＣＡさんの改善努力については、皆さんそれなりに評価していると思いますが、なお

改善の余地があるのではないかということで御要望いただいたと思いますので、その辺、

ぜひ御参考にしていただきたいと思います。 

 それから、これは私のこれまでのコミュニケーション論を学んできた者としての感想で

すけれども、これは極めてプラグマティックな発想ですが、どれだけ頑張っても 100％の

ユーザーがその内容について理解できるということはないと思います。 

 これが１回きりの契約の場合でしたら、１回契約の拘束力をどこまで認めるのかという

議論になるのでしょうが、継続的契約の場合には、これは主として one month notice みた

いなもので、途中でもうやめましょうということを自由にできるようにして、紛争を回避

するということが通例になっていると思うんです。家屋などを借りるときも、事前に１か

月前に通告すればいつでも解除できるというのが継続的契約の場合は通例になっています

ので、そういうことも踏まえた上で、要するに、１か月前のノーティスでいつでもやめら

れるというような制度も設けていいのではないのかと。どんなに分かりやすく説明しても、

それでも分からないという人は必ずいますので、そういうことも含めて検討していただき

たいと思います。 

 分かりやすくするという努力は非常に大事なことですけれども、プラグマティックに考

えたときには、そういうこともあり得るということだけコメントとしておきたいと思いま

す。 

 あと、ほかに御発言御希望の方はいらっしゃいますでしょうか。 

 なければ、この議題（１）については、以上で閉じさせていただきたいと思います。ど

うもありがとうございました。 

 それでは、続きまして、議題(２)の論点整理（案）について御議論いただきたいと思い

ます。 

 まずは、事務局からこの点について御説明いただきたいと思います。どうぞよろしくお

願いします。 
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【前田消費者契約適正化推進室課長補佐】  ありがとうございます。右肩資料２、論点

整理（案）を御覧ください。 

 取りまとめに向けて、ここで各トピックの論点整理を行いたく、事務局から、これまで

御議論いただいた経緯を踏まえまして論点整理（案）としてお示しをしてございます。内

容を説明させていただきます。 

 おめくりいただいて、今期のトピックは大きく４つございました。１つ目として、提供

条件説明に関する利用者理解の向上。そして「頭金」の状況、据置型Ｗｉ－Ｆｉサービス

の状況、そして最後に、昨年御議論いただいていた「消費者保護ルールの在り方に関する

検討会報告書 2024」の指摘事項のフォローアップとして、電話勧誘とオンライン契約関係

のフォローアップを行っているところでございました。 

 一つずつ論点整理をさせていただきます。 

 まず、提供条件説明に関する利用者理解の向上です。３ページ目です。現状と課題から

改めて整理をしてございます。まず、電気通信事業者の皆様は、法令にのっとった適切な

提供条件説明の取組をいただいているにもかかわらず、利用者が理解しないまま契約をし

ているといったギャップが生じているというのが背景でございました。 

 この状況を踏まえて、ＴＣＡの皆さんにおいて利用者の理解を向上させるための新たな

取組の検討の実施をしていただきまして、検討結果ということで、今、入り口での利用者

の利用用途把握については、既に各社からヒアリングを実施しており、これを引き続き継

続するということと、出口での契約内容の確認については、既存の書面から「契約内容と

料金が明記されたもの」をピックアップして、契約の最後に再提示、再説明をすることで

利用され理解の向上を図るということでいただいていたところでありました。 

 これに対して、これまで主な意見といたしまして、まず入り口でのヒアリングについて、

これが利用者の目的に合ったヒアリングになっていない、事業者サイドのヒアリングにな

っているのではないかという御意見。また、契約書面自体が非常に分かりづらいため、そ

れを使って再説明しても理解が促進されるとは思わない。サマリペーパーのように、１枚

にまとまったペーパーをぜひ作っていただきたい。それから、既に取り組まれているベス

トプラクティスを共有するなどし、説明方法の工夫をすべきという御意見をいただいてお

りました。また、しっかり説明しても契約内容が難しいと理解されないという問題があり

ますので、契約内容をよりシンプルにすることが求められているのではないかという御意

見もいただいておりました。 
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 これを踏まえまして、論点整理（案）といたしまして、まず、昨年１２月以来、電気通

信事業者の皆様による自律的な取組としまして、消費者団体等の有識者の御意見をいただ

きながら、利用者の理解を向上させるための取組について検討してきたことは評価したい

と思います。 

 一方で、具体的な取組として示された契約書面を再提示しての再説明については、その

書類自体が分かりにくく、再提示だけでは利用者の理解の向上につながらないのではない

かという指摘もあったところです。 

 電気通信事業者においては、この契約書面を再提示しての再説明にまず取り組んでいた

だきつつ、事業者の皆様及び我々総務省において、引き続き苦情件数の推移や苦情内容の

傾向をこれからも注視していく必要があるのではないか。そして、この苦情動向を踏まえ

まして、事業者の皆様において、必要に応じてこの取組の改善措置というものを継続的に

検討していくということを促していってはどうかと考えて記載しているところでございま

す。 

 続きまして、検討トピックの２つ目、「頭金」の状況でございます。この頭金の状況、一

度前提の、そもそもの構造から前提知識として共有をしていきたいというふうに考えてご

ざいまして、委員の皆様は御案内のところかと思いますが、５ページ目に端末販売の構造

ということでまとめてございます。 

 一般に、消費者が販売代理店から端末を購入する際、その端末販売価格というものは、

各販売代理店において、携帯電話事業者から販売代理店へ提供する端末卸価格に代理店が

利益相当額として上乗せする額を合計額として設定されているものであります。ここでは

例として、端末販売価格 12 万円を、卸価格 10 万円に利益相当額２万円を上乗せしたもの

として便宜上書かせていただいています。 

 ここから消費者の支払い方法によって契約が変わってきますので、そちらをお示しして

おります。まず、消費者が端末を一括で購入する場合、これは消費者と販売代理店との間

で売買契約を締結しまして、販売代理店に対して端末販売価格の 12 万円を支払うという

構造になっています。 

 一方、消費者が端末を分割購入する場合、消費者はまず販売代理店との間で売買契約を

締結するとともに、併せて分割支払い分、割賦相当額ですね、この場合では 10 万円に関し

て、携帯電話事業者との間で立替払い契約を締結します。これにより、この分割分の代理

店への支払いを携帯電話事業者が立て替えるという構造になっております。こうした契約
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の下、消費者は、端末販売価格から分割支払い分を差し引いた額、ここでは２万円ですけ

れども、その額を、まず頭金として販売代理店に支払って、残った分割支払い分、割賦払

い分 10 万円を複数か月に分割して、これを携帯電話事業者に支払うという構造になって

います。 

 点線の四角内は、携帯電話業界の特色となっているところでございますけれども、消費

者の設定する割賦相当額、分割払い分というものは、一般的に携帯電話事業者が設定して

いる割賦上限額と一致しています。ですので、理念上は、端末販売価格 12 万円のうち３万

円は頭金、残り９万円を割賦相当額とすることも可能ではあるものの、一般に代理店で示

されるものは、割賦上限額 10 万円に一致する額を分割払い分としております。 

 こうした状況の下、価格というものが設定されていますので、６ページ以降です。通信

キャリアそれぞれでも端末の価格というものは異なっておりますし、同一キャリアであっ

ても、店舗ごと、ショップごとに端末の販売価格というものが異なってきております。 

 ７ページ目に、実際我々が価格調査を行った結果を載せておりますけれども、オンライ

ン価格との差額、いわゆる頭金相当額というものも、各キャリア、各店舗でかなりばらつ

きがあるという状況が見えてございます。 

 こうした前提の下、論点整理に進ませていただきます。 

 この頭金の条件に関する現状と課題としましては、やはりこうした価格設定の下、店舗

ごとに端末販売価格が異なるということを消費者が認識していないということによって、

気づかないうちに比較的高値で端末を購入している場合があるということです。そして、

それに起因する消費者からの苦情というものも我々のほうに一定程度見えてきてございま

すので、こうした問題が顕在化しているところでございます。また、こうした端末販売価

格を構成する頭金について、消費者が誤認する可能性があるような不適切な説明をしてい

る代理店というものも苦情相談の中から見受けられるという状況になってございます。 

 今までいただいた主な意見といたしましては、頭金がどういうものなのか、それによっ

て端末料金が店によってどう変わるのかが理解されていないということが問題である。名

称の前に、この仕組みを分かりやすく説明する努力を重ねていただくことが重要であると

いう御意見をいただいておりました。 

 それから、消費者が支払うことになる実質の支払い総額をうまく比較して選ぶことがで

きているのかということが問題でありまして、では、そうした総支払い額が幾らになるの

かについて、帯グラフのような視覚的な表示を使って分かりやすく説明、表示するように、
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代理店を指導監督することは可能であるかという御意見いただいておりました。 

 また、「頭金」という名称についても、その表記自体を変更すべきではないかという御意

見もいただいていたところであります。 

 それを踏まえまして、論点整理（案）でございます。 

 まず、ＭＮＯ各社にヒアリングしたところによりますと、利用者に交付をする帳票の作

成や店頭における端末販売代金の表示、あるいは販売代理店への指導マニュアルのこうし

た作成に際して、我々総務省が過去に行った注意喚起や、御議論いただいた過去の検討の

経緯も踏まえたものとなっておりまして、おおむね適切に履行されているものと思われま

す。 

 一方で、アンケート調査を見てみましても、依然として店舗ごとに端末販売価格が異な

っているということを利用者が認識していないというものも出てきておりますので、それ

により、気づかないうちに比較的高値で端末を購入している場合があるということが対処

すべき課題として顕在化しております。 

 その他、事業者が作ったマニュアルに沿わず、頭金について利用者が誤認する可能性が

あるような表示・説明を販売時にしてしまっている代理店も一部に見受けられるところで

ございます。 

 こうした背景を踏まえまして、具体的なアクションといたしましては、まず、店舗ごと

に端末販売価格が異なっているということを利用者がより確実に認識できるようにするた

め、携帯電話事業者の皆様に対し、その周知を強化することを促してはどうかとしており

ます。具体的には、各社のホームページから来店予約をする際のページに掲示するなど、

利用者の目に留まる場所に分かりやすく掲示することを求めてはどうかとしております。 

 その上で、店舗ごとに価格が異なっているということについて、我々もユーザーアンケ

ートを継続的に実施して、その認知度について継続的にモニタリングすることとしてはど

うかと考えております。 

 また、我々総務省からも、改めて消費者の皆様に対し、店舗ごとに端末販売価格が異な

っていることの注意喚起を再度行ってはどうかと考えております。 

 また、頭金の性質については、利用者が誤認する可能性があるような不適切な表示・説

明をしている販売代理店も一部に見受けられることから、我々総務省から携帯電話事業者

に対して、この販売代理店に対する指導の徹底というものを要請してはどうかと考えてお

ります。 
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 以降、参考になりますけれども、10 ページ目に、２月にＭＮＯの皆様にヒアリングをし

た結果を概要としてまとめてございます。 

 それから、11 ページ以降で、各社のホームページのイメージ載せておりまして、この各

社、現状で機種の販売価格が店舗ごとに異なる旨、一部掲示していただいておりまして、

今のホームページがどうなっているかというものを御参考までイメージとして載せており

ます。 

 そうしましたら、検討トピックの３つ目、据置型Ｗｉ－Ｆｉサービスの状況でございま

す。 

 まず、現状と課題といたしましては、18 ページ目に載せておりますけれども、利用者が

契約時の条件や端末価格等の説明をよく理解しないまま契約してしまっているということ

に起因する苦情が我々のほうで一定程度発生してございます。 

 これに対して、主な意見といたしましては、まず説明が理解できていない。年齢層に応

じた説明をするなど、工夫をしてほしいという御意見。それから、ユーザー想定やニーズ

に合致した勧誘をすべきという御意見をいただいておりました。 

 これに対して、論点整理（案）でございます。まず、ＭＮＯ各社の皆様にヒアリングを

したところによると、販売代理店の指導マニュアルの作成をされていたり、法令にのっと

って解約対応を求められた際には、そういった対応をしているというふうに見受けられる

ところでございました。 

 ただし、特に実質ゼロ円といった内容でキャンペーンを行っている場合など、利用者が

高額な端末販売価格を認識しないまま契約をしてしまっているケースですね。これは、そ

の後に解約する際に残債が高額となって発覚するというケースが見受けられておりますの

で、これは契約解除の条件を含む基本事項の説明が利用者のニーズ等を踏まえて適切に行

われるとともに、店頭での表示も適切に行われるように、電気通信事業者に対して販売代

理店の指導を徹底するように促してはどうかと考えてございます。 

 また、この利用者の理解の一層の向上を図るために、検討トピックの１つ目に関する取

組の一環といたしましても、電気通信事業者において必要な対応を講じてみてはどうかと

しております。その上で、必要でありましたら、総務省の「消費者保護ルールに関するガ

イドライン」において、解約時に発生する残菜等について明確に説明することが望ましい

といった記載を入れることも検討してはどうかと考えてございます。 

 次のページには、こちらも２月に据置型Ｗｉ－ＦｉサービスについてＭＮＯの皆様にヒ
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アリングした結果を概要としてまとめてございます。 

 そうしましたら、最後のトピック、４つ目です。報告書 2024 のフォローアップでござい

ます。21 ページを御覧ください。こちらは、トピックが電話勧誘とオンライン契約に２つ

に分かれておりますので、それぞれについて現状と課題をお示ししております。 

 まず電話会議について、適切な代理店の指導や勧誘状況のモニタリングを実施しており

まして、各社、電話勧誘の適正性を確保しているといった回答が得られたところでありま

す。また、一部の事業者では、高齢者に対しましては追加的な対応ということで実施をし

ておりました。また、アウトサイダーを起因とした苦情申告というものも一部見受けられ

るといった回答も事業者からいただいていたところであります。 

 オンライン契約に関しましては、ダークパターンへの対応について、ガイドラインに記

載した例については適切に履行しているといった回答がほとんどの事業者から得られたと

ころであります。最終確認画面の設置につきましては、一部の事業者で重要事項説明で兼

ねているといった回答もいただいたところであります。 

 また、契約書面の電子交付につきましては、優先勧奨を昨年から一部の事業者で行って

おりますけれども、開始前後での苦情動向の変化というものは見られないです。電子交付

することそのものに関する苦情というものはほとんど発生していないという回答を、ほと

んどの事業者からいただいたところでありました。 

 これに対しまして、主な御意見でございます。まず電話勧誘に関しましては、各社とも

一定以上の取組を実施しているということではありますけれども、苦情が減っていかない

ので、実効性を上げていく必要がある。きちんと法令遵守がされることが必要であるとい

う御意見いただいておりました。 

 また、申込みに至らなかったケースも含めまして、どういう電話勧誘がされているかの

把握に力を入れることを必要という御意見もいただいております。 

 それから、アウトサイダーも含めて、問題の生じている代理店というものを明確に特定

して、苦情の数が一部の事業者・代理店に偏っているような状況がありましたら、この社

名を公表するといった措置の検討が必要な段階に来ているのではないかという御意見もい

ただいておりました。 

 それから、オンライン契約関係につきましては、各社ともダークパターンへの対応はし

ているようではありますけれども、いまだに誤解を招き得る場面も見られます。利用者視

点で今後も検討してほしいという御意見をいただいておりました。 
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 これを踏まえまして、論点整理（案）でございます。 

 まずオンライン契約の項目については、昨年 10 月のガイドライン改正で記載した内容、

項目について、ＭＮＯ／ＭＶＮＯの皆様においておおむね適切に既に実施をされていると

いうところが見受けられます。 

 一方、電話勧誘につきましては、各社取り組みいただいているにもかかわらず苦情件数

が減少していっていませんので、引き続き事業者による適正性確保の取組を求めていって

はどうか。あるいは、我々総務省においても、引き続き苦情動向を注視いたしまして、そ

の結果、苦情が増加する、あるいは高止まりが続くといった状況が続くようであれば、追

加的な規制の導入というものを検討することとしてはどうかとしてございます。 

 続いて、22 ページ、23 ページには、３月に各社、電話勧誘とオンライン契約に関しまし

てヒアリングを行った結果というものを概要として載せてございます。御参考まで御覧い

ただければと思います。 

 事務局からの説明は以上となります。 

【新美主査】  ありがとうございました。それでは、議題（２）につきましても、北構

成員からあらかじめコメントが寄せられておりますので、事務局から読み上げていただき

たいと思います。どうぞよろしくお願いします。 

【前田消費者契約適正化推進室課長補佐】  ありがとうございます。事務局から、北先

生からいただいているコメントを代読いたします。 

 まず、検討トピックの２つ目です。頭金につきまして、頭金につきましては、ＫＤＤＩ

が一部店舗で運用しているように、「店頭支払金」など、「頭金」とは異なる用語に統一す

べきと考えます。移行時においては、「店頭支払金（旧頭金）」といった表記を行うことも

一案です。 

 それから、店舗ごとに端末販売価格が異なっていることを利用者がより確実に認識でき

るようにするため、電気通信事業者に対し、その周知を強化することを促してはどうか。

具体的には、各社ホームページから来店予約をする際のページに掲示するなど、利用者の

目に留まる場所に掲示することを求めてはどうかについて賛同いたします。 

 それから、総務省から店舗ごとに端末販売価格が異なっていること等の注意喚起を再度

行ってはどうかについては、総務省からの注意喚起を受け、テレビやラジオのニュースや

情報番組で発信されることに期待したいところです。 

 続いて検討トピックの３つ目、据置型Ｗｉ－Ｆｉサービスについてです。据置型Ｗｉ－
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Ｆｉは、事業法第 27 条の３の規律の対象外であることから、旧来のいわゆる月サポ割引に

より端末は実質ゼロ円というのを販売が可能であり、「ただだからつけておきますよ」とい

うトークでの勧奨が可能となっている。競争ルールＷＧにおいて事業法第 27 条の３の規

律の対象とすることを検討する必要があろう。その結論が出るまでは、契約解除の条件を

含む基本事項の説明が適合性の原則に従って適切に行われるとともに、店頭での表示が適

切に行われるよう、ＭＮＯ各社から販売代理店に対する指導を徹底するよう促してはどう

かに賛同する。 

 すみません、ここで事務局で注釈を入れさせていただきますが、ここの部分は資料から

引用していただいているんですけれども、以前説明した文言となっておりますので、現状

お配りしている文言と異なっています。 

 戻ります。併せて、検討トピック１、提供条件説明に関する利用者理解の向上に関する

取組の一環として、サマリペーパーに据置型Ｗｉ－Ｆｉの契約解除の条件や解約時に発生

する金額について明記されることが期待される。 

 いただいたコメントは以上でございます。 

【新美主査】  ありがとうございました。それでは、議案（２）につきまして、御発言

御希望の方ありましたら、チャット欄にて合図していただけたらと思います。どうぞよろ

しくお願いします。 

 まず木村さん、お願いします。 

【木村構成員】  木村です。御説明ありがとうございます。 

 私からは、まず頭金についてですけれども、利用者が頭金について理解できているかと

いうと、やはり普通の一般的な頭金とどうしても混乱してしまうというか、通信だけ別だ

という理解はなかなかできないと思います。これまでのヒアリングで、店頭には「頭金」

という表記はあまりないようですけれども、でも、やはり時々見かけますし、そういう「頭

金」という表記が店頭になくても、業界内で「頭金」という言葉が飛び交っている以上、

それはおかしいと思うので、私は名称変更が望ましいと考えてますし、そういう方向で検

討していただきたいと思っております。 

 それから、端末価格については、先ほど北さんの意見もありましたけれども、来店予約

欄のところで表記を目立つところにということに賛成でございます。 

 それからもう１点、据置型Ｗｉ－Ｆｉについてですけれども、私も、たしか携帯電話を

昔買ったときに、１か月ごとに料金がだんだん減っていくような残債のペーパーをいただ
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いた記憶があって、据置型Ｗｉ－Ｆｉも、無料ではなくて買取りであるならば、今、残債

は幾らあるかということがきちんと分かるようなペーパーを配付するとか、あと、自分の

マイページにそういうことがきちんと載るとか、料金を請求するときに残債幾らですとか、

とにかく利用者がきちんと、据置型Ｗｉ－Ｆｉは無料ではないということが分かるような

仕組みというのをきちんと取り入れなければいけないと考えております。 

 以上です。 

【新美主査】  ありがとうございます。続きまして、中央大学の西村さん、どうぞよろ

しくお願いします。 

【西村構成員】  中央大学の西村でございます。総務省の皆様にはまとめいただきまし

て、ありがとうございます。２点、確認をさせていただければと思っております。 

 まず１点目でございますけれども、全体を通じて、本日の構成員の先生方からの御意見、

それからＴＣＡからの報告の内容というのは、論点整理の案にこれから追加されるのかと

いうことですけれども、ぜひ追加記述をしていただければというコメント、あるいはお願

いという形で確認をさせてください。 

 例えばですけれども、本日の検討トピック１につきましては、本日のＴＣＡ資料５枚目

のいわゆる宣言でありますとか、サマリペーパーの重要性に関しては構成員の方々からの

再度の強調がございました。そういった点を加えるということも確認をさせていただけれ

ばと思っております。 

 そして２点目としましては、検討トピック２の頭金についてでございます。そもそもこ

の検討トピックの背景というのが、金額の内訳を含みます支払い総額など、これが分かっ

ているか、消費者自身が支払い価格について正しく情報入手でき、なおかつ、できている

として、それを正しく認識できているかということだったと思っております。ここをしっ

かりと事業者様の間で理解して対応していただくということを考えますと、やはり事業者

で、業界全体で共通したフォーマットのガイドライン、あるいは取組の検討というのも、

一つ提案として加えていただければと思っております。以上２点でございました。 

 以上でございます。 

【新美主査】  ありがとうございます。では、事務局に対して御質問もありましたので、

今の点について、事務局の方からお答えいただけますでしょうか。 

【前田消費者契約適正化推進室課長補佐】  ありがとうございます。本日いただいた御

意見などを踏まえまして、取りまとめに向けて、論点整理に盛り込んでいきたいというふ
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うに考えております。よろしくお願いいたします。 

【新美主査】  ありがとうございます。西村さん、よろしいでしょうか。 

【西村構成員】  はい、承知いたしました。よろしくお願いいたします。 

【新美主査】  それでは、続きまして森さん、どうぞ御発言お願いします。 

【森構成員】  ありがとうございます。ちょっと私はお尋ねしたいことですけれども、

頭金との関係で、意見としましては、私も北さんや木村さんと同様に、やはり名称変更し

ていただいたほうがいいと思っているのですが、そのこととはちょっと別にといいますか、

関係はしますが、今日お示しいただいた５枚目のスライドで、端末販売の構造というのを

教えていただきました。 

 分割購入の場合ですけれども、ＭＮＯが代理店に立替払いをして、分割払いを消費者か

ら受けるということですけれども、これはこういうことですので、この分割のほうが貸し

倒れたら、その貸倒れ分についてお支払いができなくなってしまったら、その負担は携帯

電話事業者、ＭＮＯという理解でよろしいんでしょうかということを教えていただければ

と思います。よろしくお願いします。 

【新美主査】  この点について、これは事務局か、あるいは携帯事業者に聞いたほうが

いいかもしれませんが、取りあえず事務局の方からお答えいただけますでしょうか。 

【前田消費者契約適正化推進室課長補佐】  ありがとうございます。御理解のとおりで

して、消費者に立て替えた分の債権回収リスクというものは携帯電話事業者の皆様が負っ

ているものと理解してございます。 

【森構成員】  なるほど。ありがとうございました。よく分かりました。 

【新美主査】  どうもありがとうございます。ほかに御質問、御意見ございませんでし

ょうか。 

【新美主査】  長田さん、お願いします。 

【長田構成員】  この頭金のところの話ですけれども、事務局の取りまとめを御説明い

ただいていて、その仕組みに追い込んでいるのは、結果的には分割の金額の上限というの

をＭＮＯ各社がお決めになっていて、それからはみ出る代理店での端末にかける利益分を

頭金として別枠で払っているということですけど、前にも申し上げましたけれども、その

仕組み自体の見直しをやはりするべきではないかと思っています。 

 御自分たちの卸価格のところにもう上限額を置いてしまっているから、そういう頭金み

たいな分かりにくい仕組みを使ってしまっているわけですから、そこはＭＮＯとして、も
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う少し真剣に検討していただきたいなと思っていることと、それから、この事務局の取り

まとめだと、そういう仕組みの中で、分かりにくい頭金を強調するような形の販売がある

とか何かそういうようなところで、代理店に課題があるようにも読める気がしまして、本

当にそうなのか、そういうふうにＭＮＯと代理店との契約の中で売らなければいけないと

か、何かそういういろいろなものがある中で追い込まれているということも実際にはあり

得るのではないかと思っています。そこも含めて、ＭＮＯさんはきちんとやっています、

でも、一部代理店の中にはそうでないところもありますという整理で本当にいいのかとい

うところは、総務省としてもきちんとそこは見ていっていただきたいというふうに思って

います。ここに課題があるかないか、今日はちょっと北さんがいらしてないからあれです

けれども、そういうところもきちんと認識していただきたいというふうに思っています。 

 以上です。 

【新美主査】  ありがとうございます。続きまして、黒坂さんお願いします。 

【黒坂構成員】  黒坂です。私からは２点意見をさせていただきます。 

 まず検討トピック１、提供条件説明に関する利用者理解の向上についてでございますが、

ＴＣＡの皆さんをはじめ、そこに構成されている事業者の方々の取組を進めていただいて

いることについては、書かれているとおり、評価できる取組と考えています。私からもベ

ストプラクティスに言及しましたが、引き続き御検討ください。 

 一方で、この分かりにくいという問題は、実は簡単なことでは本来なくて、これは説明

が分かりにくいのか、どう説明しても分かりにくいプランなのか、あるいは、プランはそ

うでもないかもしれないが業務フローや業務手続上どうやっても分かりにくくなってしま

うのか。こういった説明文言、枠組み、業務手続、こういったところに分解されて、どこ

に問題があるのかということが特定される必要があると思います。 

 これは直ちに取り組んでいただきたいということではないものの、ＴＣＡさんの取組を

進めていただいて、引き続きモニタリングしながら、やはり分かりにくい、難しいという

ことが出てくるようであれば、こういった要素分解に今後踏み込んで問題を根本から解決

する取組をしていただく段階もいずれ来るかもしれない。そういう観点で引き続き状況を

見続けていただきたいし、取組を進めていただきたいこれが１点目です。 

 ２つ目、「頭金」という名称の悪さまたは難しさというところ、ここは構成員の先生方か

らの御指摘も、私は気持ちとしては非常に賛同するところです。 

 一方で、今、「頭金」という名前を使い始めてしまっている以上、これを変えるとしたら、
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やはりこれも問題がどこにあるのか、どう分かりにくいのか、あるいは、「頭金」という名

称が、消費者が自分で抱えている問題だったと気づけているのか、こういったところにも

光を当てるべきであろうというふうに考えています。 

 その意味で、今回、事務局資料として５ページ目、６ページ目あたりで整理いただいて

いるもの。これは言葉で説明するよりもはるかに分かりやすいと思います。 

 こういった問題を明確にするための資料は、総務省やＴＣＡの皆さんから出てくること

が期待されるものでもあるかと思いますので、ぜひこういう取組を進めていただいて、自

分の問題を消費者が気づけるような形にして、問題意識を必要に応じて高めてもらい、最

終的にやはり「頭金」という名称はもう無理だということであれば直していただく。こう

いったことを引き続き取り組んでいただけないかというふうに考えております。 

 私からは以上です。 

【新美主査】  ありがとうございます。かなり中核に攻め込んだコメントだと思います

が、何か今の点について事務局ありますか。なければ次に移りますが、よろしいでしょう

か。 

 では、続きまして、今度は石田さん、よろしくお願いします。 

【石田構成員】  石田です。よろしくお願いいたします。 

 皆様から意見がたくさん出ていたので、私も同じ意見のところがありますが、最初にト

ピック１、提供条件の説明に関する利用者理解の向上について、西村委員から、今回、最

後のサマリのところでは本当に皆様から同じような意見がたくさん出ていたので、やはり

これは論点整理等に反映させていただいたほうがいいかなと思いました。 

 それと頭金につきましては、前から意見を言っておりましたけれども、頭金というのが、

やはり言葉的には理解されないのかなと、誤解を生むのかなと思っています。 

 最後の据置型Ｗｉ－Ｆｉサービスについての論点整理のところで、やはり入り口のとこ

ろで、実質ゼロみたいなキャンペーンをされると誤解する人も多いということで、店頭で

の表示も適切に行われるよう、販売代理店への指導を徹底するよう促してはどうかと、こ

このところはとても重要だと思いますので、この内容でいいと思います。 

 最後に、スマホの契約や何かと同様に、サマリのところで、これは総額幾らで、中途解

約すると残債が残る契約だということを明確にして理解していただかないと、契約した後

に苦情になってしまうということになるので、そこら辺も入れておいていただいたほうが

いいのかなと思いました。 
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 以上です。 

【新美主査】  ありがとうございます。それでは、続きまして、再度、森さん、よろし

くお願いします。 

【森構成員】  ありがとうございます。据置型Ｗｉ－Ｆｉ、このページですけれども、

要は、説明するということだと思いますが、ただ、説明ですね。残債に関する説明みたい

なことというのは、結構できているのではないかという疑問もちょっとあります。 

 説明はしてある、しっかり書いてあるけれども、実質ゼロ円ですと、回線契約で回収し

ているので、そっちが解約されると残債ががっと来てしまうというのは、もう本当に長い

ことやっていた例の 27 条の３の問題と全く同じということですので、説明の問題なのか

ということは、ちょっとやっぱり注視していただいたほうがいいかなと思っていまして、

今まさに、今回の取りまとめでもはっきり書かれるように、全体についてですけれども、

説明はちゃんとやっている、結構できているという、全体について説明はちゃんとできて

いますというのはありまして、さらにそこからサマリを作ったりとかヒアリングをしっか

りしたりとかして、さらに説明精度は上がるわけですよね。 

 その説明の精度が上がっていって、仮にそれでもこの据置型Ｗｉ－Ｆｉに関する苦情と

か照会が減らないようであれば、それはやっぱり 27 条の３と同じ構造だったということ

を改めて自覚して、同じような規制をするというか、そういうこともあり得るということ

は、ここでちょっと確認しておいて、その上でさらなる説明の向上というふうにしておい

たほうが、もしかしたらいいんじゃないかと。これでこのまま収束すれば、説明の向上で

収束すれば、それでよかったねと。私の取り越し苦労であったということになるかと思い

ますけれども、もしかしたらそうではないのではないかという可能性もありますので、ち

ょっとその点は付言をさせていただきたいと思います。 

 以上です。 

【新美主査】  ありがとうございます。では、続きまして近藤さん、御発言お願いしま

す。 

【近藤構成員】  そこにも書きましたけれど、先ほど平野先生がおっしゃられた、契約

書に専門用語を使用するの辞めて分かりやすい言葉を使用するというのはとてもすばらし

いと思いました。私の手元にある御契約の内容というのを見ると、契約者情報、それから

利用者情報、移動情報とか、とにかく料金プランの説明についても、「データ定額料（５Ｇ

ネットを含む）云々」というふうに、なかなかやはり、いきなり初心者にはハードルが高
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いと思いますので、こういった契約書の言葉についても、総務省の皆様、それから事業者

の皆様と、もう少し分かりやすい平易な言葉に統一していただくような、そんな御検討を

始めていただいたらありがたいなと思います。 

 以上でございます。 

【新美主査】  ありがとうございます。それでは、続きまして平野さん、どうぞ御発言

をお願いします。 

【平野主査代理】  中央大学の平野でございます。「頭金」という文言の問題について、

ちょっと意見でございます。 

 私は、電気通信サービス向上推進協議会の中の広告表示アドバイザリー委員会というの

を四半期に一度やっております。ちょうど昨日、それが開催されました。それで、今何が

問題になっているのかというと、どうも「最強」という言葉をいろいろな事業者さん使い

始めて、我々は自主的に改善してねと言っても直してくれないと。 

 何がいけないかというと、最強というのは単に価格が安いだけではなくて、品質、すな

わち、つながりやすさ、スピード、これもいいという誤認を示すのではないかと。客観的

データがなくてそういう言葉を使うことは、消費者に誤認を及ぼすというような問題。そ

れから「学割」というのが、一時やはり大分主張して直してもらったのですが、またまた

その学割、ゼロ歳から 18 歳、大学生は入らないです、でも、大学生って、普通、学割とい

うイメージが普通の一般人にとってはあるわけで、すなわち事業者側はこうだという説明

をしても、多くの消費者はそうは捉えないという。だから、頭金も同じように考えるべき

であると。事業者こう言っても、多くの消費者のパーセプション、認識がどうであるかで、

やはり変えるべきところは変えるべきであるということを申し上げたかったということで

す。 

 以上でございます。 

【新美主査】  ありがとうございます。他に御発言ございますでしょうか。 

 非常に的確なコメント等をいただきました。特に今回のテーマについては、基本的には、

消費者にどう説明していくべきかということですが、ここで少し代理店とＭＮＯの皆さん

との間に認識にギャップがあるように思うんですけれども、やはりＭＮＯのほうで覚悟し

てほしいのは、代理店というのは、ＭＮＯの通信サービス契約の表示補助者です。表示を

どうするか、代理人ではないとしても、表示について補助者として用いているということ

をＭＮＯの皆さんは自覚しておく必要があるだろうと思います。ですから、代理店の表示
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について、ＭＮＯ、通信事業者は覚悟しなければいけないということです。その際に、ユ

ーザーに分かりやすい、理解しやすい表示が代理店においてなされているのかというのは

常にウォッチしておいていただきたいということです。 

 平野さんが今おっしゃったように、ユーザーが普通用いる概念と違った概念を用いて、

これで説明できたなどということはあり得ない話でありますので、その辺は重々気をつけ

ていただきたい。今日、構成員の皆さんがコメントしていただいたのはその点に収斂する

のではないかなというふうに思います。 

 今日、非常に有益なコメントをいただいておりますが、ほかに何か御発言、御希望ござ

いましたら、よろしくお願いします。いかがでしょうか。特にございませんでしょうか。 

 それでは、非常に熱心な御議論ありがとうございました。本日の議事は以上とさせてい

ただきます。 

それでは、失礼します。 

 

 


